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ＴＰＰなどグローバル化への対応について

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《日本再興戦略》（P88,89）
  ◇　戦略的通商関係の構築と経済連携の推進

《自由民主党 J-ファイル2013》(P41,№163)（P41,42,№164)
　◇　自由貿易への取組み

　◇　国際経済連携の促進

県担当課名　　農林水産政策課

主管省庁（内閣府，農林水産省大臣官房）

　■　こうしたグローバル化の急速な進行は今後より一層加速するものと考えられ，
　　影響が予測される農林水産業をはじめとする各産業の競争力強化など
　　具体的対策を講じることが急務である。

　■　日豪ＥＰＡが大筋合意（H26.4.7）し，豪州産牛肉の関税が段階的に削減
　　されるなど，農林水産物への影響が懸念されている。
　　　さらに，日米首脳会談において，「ＴＰＰに関する二国間の重要な課題に
　　ついて前進する道筋を特定した」との共同声明が出された。
　　今後，他国間との交渉が進展し，妥結に向けた動きが加速すると考えられる。

　　・　重点国を戦略的に選定し，経済連携協定（ＥＰＡ）や
　　　自由貿易協定（ＦＴＡ）を積極的に行う。

　　・　貿易のＦＴＡ比率を現在の19％から，2018年までに70％に高める。
      特にＴＰＰ協定交渉に取り組みアジア太平洋地域の新たなルールを作る。
　　・　ＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）や日中韓ＦＴＡといった
　　　広域経済連携と併せ，その先にあるＦＴＴＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）や
　　　日ＥＵ・ＥＰＡ等にも同時並行で取り組む。

　　・　守るべきものは守り，攻めるべきものは攻め国益にかなう最善の道を追求。
　　・　特に農林水産分野の重要５品目等や国民皆保険制度などの聖域（死活的
　　　利益）を最優先し，それが確保できない場合は脱退も辞さないものとする。

　■　一方，国では，「日本再興戦略」に基づき，ＴＰＰのみならず，
　　多様な「枠組み」によるＥＰＡ・ＦＴＡを推進しており，
　　東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ），日中韓，ＥＵ等，
　　経済規模の大きい大型の「広域経済連携」の交渉が進行している。

直面する課題

●日米共同声明の内容

ＴＰＰ関連
○協定達成のため必要な大胆な措置

○重要課題について前進する道筋を特定

○交渉への新たなモメンタムをもたらす

○参加国に対し早期行動を呼びかけ

今後のスケジュール

５月１２～１５日 ＴＰＰ首席交渉官会合

（ベトナム）開催

５月１７～１８日 ＡＰＥＣ貿易相会合

（中国・青島）

１１月１０～１１日 ＡＰＥＣ首脳会議

（中国・北京）
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豪州からの
牛肉輸入量

現行３８．５％

1年目
32.5%

2年目 31.5%
3年目 30.5%

15年目 23.5%

1年目
30.5%

2年目
28.5%

3年目
27.5%

12年目 25.0%

冷蔵牛肉

冷凍牛肉

輸入量の急増が懸念
18年目 19.5%

日豪ＥＰＡにおける牛肉の関税削減

ＴＰＰ交渉の加速化
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　「攻めの農林水産業」を実現するためには，
　　「６次産業化」，「国内外の需要拡大」，「担い手への農地集積・集約化」等
　　を強力に推し進める必要がある。

　■　経済連携の推進に対しては，メリット，デメリットを分析しながら，
　　常に「国益」を守る視点をもって「慎重に」対応する必要がある。

　■　持続可能で安定した畜産経営が行えるよう，さらなる「経営安定対策」の充実
　　国産畜産物の「地域ブランドの育成」等への対策が必要である。

　・　現行の肉用牛経営安定対策事業を法制化するとともに，
　　経営に係る生産コストと粗収入の差額を全額補填すること。
　・　現在，肉用牛と養豚に適用されている「所得補償型経営安定対策」を
　　採卵鶏と肉用鶏にも拡大適用すること。
　・　競合国との差別化を図る「地域ブランド化」を支援すること。

　  　　農林水産業をはじめとする各産業が、国際競争力ある産業
　　　として成長するとともに，県民一人一人が経済連携など
　　　グローバル化によるメリットを享受する豊かな暮らしが実現される！

　・　グローバル化に対応し，国際競争力ある農林水産業を育成するため，
    「ジャパンブランド」の輸出拡大，「６次産業化」の推進，
　　「畜産物のブランド化」の強化等についてさらなる対策の強化を講じること。
　・　安定した経営を継続することができるよう，経営所得安定制度の拡充等，
　　具体的な対策を講じること。

　・　ＴＰＰについては最終的な「妥結」まで，
　　また，交渉中の日中韓ＦＴＡや，日・ＥＵのＥＰＡなどの推進には，
　　農林水産物等の重要品目の関税撤廃の例外化など，
　　常に「国益を守る視点」をもってあたること。
　

方向性（処方箋）

平成27年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言① 肉用牛をはじめとする畜産農家の経営安定対策の拡充強化

将来像

具体的対策の実施経営安定対策やブランド力強化

「強い農林水産業」を実現！

メリット，デメリットの分析

提言② 「攻めの農林水産業」実現のための支援

提言③ 経済連携の推進においては「国益を守る視点」を堅持
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畜産業の経営安定対策について

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《平成26年度国予算の内容》
　◇  意欲ある生産者が将来にわたって経営を継続しその発展に取り組む環境を整備
　　・ 畜産・酪農経営安定対策　177,189百万円
《自由民主党 J-ファイル2013》（P32，№116）
　◇　飼料自給率1.5倍計画（畜産・酪農経営安定対策）

 　　・ 飼料価格高騰の影響緩和を図り，配合飼料価格安定制度を充実
 　　・ 畜種別の経営安定対策について，コストの変化を適切に反映し，安定的に

　　　 再生産につながる制度を再構築

県担当課名　　畜産課
関係法令等　　畜産物の価格安定に関する法律,肉用子牛生産安定等特別措置法

主管省庁（農林水産省生産局）

　■　日豪ＥＰＡの大筋合意（H26.4.7）により，豪州産牛肉の関税削減がなされ，
　　また、ＴＰＰ交渉では，日米首脳会談において，「ＴＰＰに関する二国間の
　　重要な課題について前進する道筋を特定した」との共同声明が出された。
　　今後，グローバル化の進展に伴い，より一層安価な輸入畜産物の増加が
　　加速され，畜産農家はさらに厳しい経営を強いられることが想定される。

　■　現行の畜産における経営安定対策は，一部の事業を除き，畜産物価格
　　の変動を発動要因としており，一定の所得を補償した制度となっていない。

　■　地域の畜産業は家族経営が主体であり，労働力不足に加え，施設機械に
　　コストがかかるなど，規模拡大や担い手の確保が困難となっており，産地の
　　維持が難しくなっている。

直面する課題

家族経営型畜産
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- 3 -



【課題解決への方向性と処方箋】

　　　　　　　　　　

【徳島発の政策提言】

　■　輸入畜産物が激増し，国産畜産物価格に影響が及ぶことが懸念される
　　ことから，一定の所得が確保できる畜産経営安定対策を実施するとともに，
　　競争力のある地域畜産ブランドを育成・強化する必要がある。
　■　輸入牛肉の増加により，今後，鶏卵・鶏肉価格への影響が
　　予測されるため，養鶏においても経営安定対策の強化が必要である。

　■　国際競争力を持った畜産経営の実現には，協働型組織が必要である。

　・　現行の肉用牛経営安定対策事業を，恒久対策とすべく法制化するとともに，
　　経営に係る生産コストと粗収益の差額を全額補てんすること。
　・　地域ブランド牛の育成のため，優良雌牛の増産に係る経費の総合的な支援
　　をすること。

　・　現在，肉用牛と養豚に適用されている「所得補償型経営安定対策」を，
　　採卵鶏と肉用鶏にも拡大適用すること。
　・　肉用牛以外の畜種においても地域ブランドの維持・育成のための
　　原種維持に要する経費を支援すること。

　・　家族経営型畜産から脱却し，飼料生産や家畜管理などの作業を集落で
　　支える「地域協働型畜産」を推進する，「総合サポート制度」
　　（畜産マシーネンリング）を創設すること。
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方向性（処方箋）

平成27年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言① 肉用牛経営に対する支援の早急な強化・拡充

提言③ 家族経営から集落で支える「地域協働型畜産経営」
への転換を促進

将来像

持 続 可 能 な 畜 産 経 営 の 実 現

総合サポート組織

(畜産マシーネンリング)

飼料生産組織

飼料用米生産組織 たい肥製造組織

稲わら収集組織

人材センター就農研修

地域協働型畜産の促進

差額の８割を

補てん

↓

現行は

肉用牛と

養豚のみ

所得補償型経営安定対策の適用

提言② 輸入畜産物に対抗できる「所得補償型経営安定対策」
を全畜種に適用
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「ジャパンブランド」の輸出拡大について

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《平成26年度国予算の内容》

《日本再興戦略》　(P82)

《自由民主党 J-ファイル2013》（P36,№121）

県担当課名　　もうかるブランド推進課，畜産課，水産課，
　　　　　　　農林水産総合技術支援センター経営推進課，林業戦略課，南部総合県民局，
　　　　　　　西部総合県民局
関係法令等　　家畜伝染病予防法，植物防疫法　

　◇　国別・品目別輸出戦略の策定
　　・　産地間連携による日本の農林水産物を年間を通じて安定的に供給できる
　　　体制の構築を実現する。

主管省庁（農林水産省生産局・消費･安全局・食料産業局・林野庁）

　◇　輸出倍増国別・品目別戦略（農林水産物の輸出拡大）
　　・　「ジャパンブランド」の確立に向けて「周年供給体制」を確立します。

　■　ユネスコの「無形文化遺産」への登録を機会に，海外で日本食の普及を
　　図る必要があるが，海外で日本人シェフの就労査証の取得条件が厳しく，
    海外で「本物の和食を提供できる料理人」が不足している。

  ■　日本はＢＳＥの清浄国認定を受けているが，いまだに牛肉について日本
　　からの輸出が解禁されていない国がある。
　　  また，かんきつ類などの青果物で厳しい検疫を課せられている国が
　　多い上，検疫条件が複雑で，生産者が情報収集を行うことが困難である。

　■　国内で使用が認められた農薬が，海外での残留農薬基準に適合できない
　　ため，輸出できない事態が発生している。

  ■　中国では日本の木材を使用した建築仕様が認められておらず，またＥＵ
　　では国際的な森林認証のない木材などを規制している。

　■　膨大な人口を抱えるイスラム圏への輸出拡大や東京オリンピックを見据え，
    世界人口の約１／４(約１６億人)を占めるイスラム教徒に対し，イスラム法
    に基づく要件を満たした食品などの「ハラル」への対応が求められている。

　　・　輸出戦略実行事業　200百万円
　　・　日本食・食文化魅力発信プロジェクト事業　　2,660百万円　など

直面する課題

ＦＢＩ

戦略

展開

日本食の普及や
ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ対策を展開中

海外での本物の和食料理人の不足

一方で

日本からの輸出を厳しく制限

相手国の輸入条件への対応「日本食」の普及

made  From Japan
made By Japan

made Iｎ Japan
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　

　

  ■　ユネスコの「無形文化遺産」の登録を機会に，本物の和食を提供できる
　　料理人を海外で確保する対策が必要である。

  ■　「生鮮品」での輸出が可能となるよう，科学的なデータに基づく
　　検疫等の輸入条件の緩和の交渉を進める必要がある。
　

　
　
  ■　輸出促進に向け，品目毎の「相手国の残留農薬基準」をクリア
　　できる「防除基準づくり」を早急に進める必要がある。

　■　日本木材の仕様に対する規制の撤廃や円滑に輸出ができるよう
　　取組みを進める必要がある。
　
　■　「ハラル」に対応する早急な取組みが必要である。

方向性（処方箋）

日本の再興に向けて

具体的内容

将来像

日本国内の産地が一丸となって輸出に取り組める環境や体制を
整備し，「国際競争力のある農林水産業を実現」！

・ 本物の和食を海外で提供できる料理人を格付けする「公の認証制度」
を創設するとともに，「公の認証」取得者に対する
「就労査証の発給要件の緩和」を各国政府へ働きかけること。

・ 検疫条件を解りやすく示した解説書を整備するとともに，各国の
科学的根拠のない理不尽な検疫を打破するよう強く交渉すること。

・ 国において，「輸出向けの農薬使用に関する防除基準づくり」
を進めるとともに，都道府県ならではの品目で独自に実施する「基準づくり」
に要する費用を，国の「消費・安全対策交付金」の補助対象に加えること。

・ 日本の木材建築仕様が使用可能となるよう，また，ＥＵへの

円滑な輸出に向け，日本の森林認証（ＳＧＥＣ）と国際的な森林

認証（ＰＥＦＣ）が相互承認されるよう関係国等へ働きかけること。

・ 「ハラル証明」取得のためのマニュアル整備や周知を図るための

説明会・研修会の開催，国内飲食店のハラル対応支援など，

総合的なハラル対策に取り組むこと。

提言① 「日本食」普及のための体制強化

（例）牛肉：台湾・豪州 なると金時 ：米国・豪州
すだち・ゆず：米国・タイ

ハラル認証商品

ゆず輸出拡大

木材輸出拡大

ﾏﾆｭｱﾙ整備
また，検疫についての解りやすいマニュアルの整備が必要である。

提言③ 総合的なハラル対策の推進

提言② 相手国の輸入条件への対応
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